
愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第３章  保健医療施設等の概況 

第１節 保健医療施設の状況 

１ 病 院 

○ 病院数は平成7（1995）年の407施設をピークに年々減少しており、令

和2（2020）年では321施設となっています。 

○ 病床数も、平成7（1995）年の71,973床（人口万対104.8）と比較する
と、令和2（2020）年には66,335床（人口万対88.0）と減少しています。

表3－1－1  病院数及び病床数の推移

第３章  保健医療施設等の概況 

第１節 保健医療施設の状況 

１ 病 院 
○ 病院数は平成2（1990）年の477施設をピークに年々減少しており、平
成29（2017）年では324施設となっています。 

○ 病床数も、平成2（1990）年の74,074床（人口万対110.7）と比較する
と、平成29（2017）年には67,609床（人口万対89.8）と減少しています。

表3－1－1  病院数及び病床数の推移

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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○ 医療圏毎の病院の状況は以下のとおりです。
東三河北部医療圏は、地形的な面から東三河南部医療圏と連携を図っ

ています。

表3－1－2 医療圏別病院数及び病床数（令和2年10月1日現在）

   （P.24 に移動） 

○ 医療圏毎の病院の状況は以下のとおりです。

尾張中部及び東三河北部医療圏は所在する病院数の少ない医療圏と

なっていますが、尾張中部医療圏は隣接する名古屋医療圏等と連携を図

っており、また東三河北部医療圏は地形的な面から東三河南部医療圏と

連携を図っています。

表3－1－2 医療圏別病院数及び病床数（平成29年10月1日現在）
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第２節 受療動向 

○ 本県では、入院患者の動向を把握するため、平成29（2017）年度に県
内のすべての病院及び有床診療所に対して「患者一日実態調査」（平成
29（2017）年6月30日午前0時現在）を実施しており、本節はこの調査結
果に基づいて記載しています。

１ 入院患者数 
○ 入院患者総数は55,989人（うち県内居住患者総数53,440人）であり、
医療機関の所在地別（医療圏単位）の患者数は以下のとおりです。

第２節 受療動向 

○ 本県では、入院患者の動向を把握するため、平成29（2017）年度に
県内のすべての病院及び有床診療所に対して「患者一日実態調査」（平
成29（2017）年6月30日午前0時現在）を実施しており、本節はこの調
査結果に基づいて記載しています。

１ 入院患者数 
○ 入院患者総数は55,989人（うち県内居住患者総数53,440人）であり、
医療機関の所在地別（医療圏単位）の患者数は以下のとおりです。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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２ 入院患者の動向 

 ○ 病床種別ごとの入院患者の動向（患者住所地と入院先の医療機関所在
地の関係）を医療圏単位に整理しました。 

(1) 一般病床 
○ 一般病床では、尾張中部医療圏で自域依存率が25.2％と低く、患者の
50.3％が名古屋医療圏に流れています。また、東三河北部医療圏も自域
依存率47.9％と低く、患者の42.5％が東三河南部医療圏に流れていま
す。その他は海部医療圏が55.7％とやや低くなっていますが、他の医療
圏では概ね70％以上の自域依存率となっており、各医療圏内で２次医療
が完結されています。（表3－2－3、図3－2－①） 

(2) 療養病床 
○ 療養病床では、尾張東部医療圏で自域依存率が63.5％とやや低いほか
は、概ね70％以上の自域依存率となっています。（表3－2－4、図3－2
－②） 

○ 一般病床と比較すると、各医療圏内で２次医療が完結している傾向
が見られます。

(図3－2－①、図3－2－②) 

(3) 精神病床 
○ 精神病床では、尾張中部と東三河北部医療圏に病床がなく、尾張中部
医療圏の患者は主に隣接する名古屋、海部、尾張西部及び尾張北部医療
圏に入院し、東三河北部医療圏の患者は主に東三河南部医療圏に入院し
ています。また、海部、尾張東部及び西三河南部西医療圏は自域依存率
がそれぞれ48.6％、45.9％、41.6％と低くなっていますが、その他の医
療圏では概ね70％前後の自域依存率となっています。（表3－2－5、図3
－2－③） 

(4) 結核病床 
○ 結核病床では、海部、尾張中部、尾張北部、知多半島、西三河北部、
西三河南部西及び東三河北部医療圏に病床がありません。結核病床を有
する医療圏では概ね80％以上の自域依存率となっています。 
（表3－2－6、図3－2－④）

２ 入院患者の動向 

 ○ 病床種別ごとの入院患者の動向（患者住所地と入院先の医療機関所
在地の関係）を医療圏単位に整理しました。 

(1) 一般病床 
○ 一般病床では、尾張中部医療圏で自域依存率が25.2％と低く、患者
の50.3％が名古屋医療圏に流れています。また、東三河北部医療圏も
自域依存率47.9％と低く、患者の42.5％が東三河南部医療圏に流れて
います。その他は海部医療圏が55.7％とやや低くなっていますが、他
の医療圏では概ね70％以上の自域依存率となっており、各医療圏内で
２次医療が完結されています。（表3－2－3、図3－2－①） 

(2) 療養病床 
○ 療養病床では、尾張東部医療圏で自域依存率が63.5％とやや低いほ
かは、概ね70％以上の自域依存率となっています。（表3－2－4、図3
－2－②） 

○ 一般病床と比較すると、各医療圏内で２次医療が完結している傾向
が見られます。

(図3－2－①、図3－2－②) 

(3) 精神病床 
○ 精神病床では、尾張中部と東三河北部医療圏に病床がなく、尾張中
部医療圏の患者は主に隣接する名古屋、海部、尾張西部及び尾張北部
医療圏に入院し、東三河北部医療圏の患者は主に東三河南部医療圏に
入院しています。また、海部、尾張東部及び西三河南部西医療圏は自
域依存率がそれぞれ48.6％、45.9％、41.6％と低くなっていますが、
その他の医療圏では概ね70％前後の自域依存率となっています。（表
3－2－5、図3－2－③） 

(4) 結核病床 
○ 結核病床では、海部、尾張中部、尾張北部、知多半島、西三河北部、
西三河南部西及び東三河北部医療圏に病床がありません。結核病床を
有する医療圏では概ね80％以上の自域依存率となっています。 
（表3－2－6、図3－2－④）
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第１章  保健医療施設の整備目標 

第１節 ２次３次医療の確保 
 【現状と課題】 

第１章  保健医療施設の整備目標 

第１節 ２次３次医療の確保 
 【現状と課題】 

 現  状 
１ ２次医療 
○ 令和2(2020)年10月１日現在、
病院数は321施設となっており、
近年横ばいで推移しています。 

○ 一般病床及び療養病床の状況
は表1－1－1、表1－1－2のとおり
で、病床不足医療圏において病床
整備を進めています。 

○ 病床整備については、医療圏毎
に設置している圏域保健医療福
祉推進会議及び構想区域毎に設
定している地域医療構想推進委
員会の意見を聴き、整備を図るこ
ととしています。 

２ ３次医療
○ 病院での一般的な入院治療で
は対応できない「特殊な医療」に
ついては、３次医療で整備を図る
こととしていますが、特殊な医療
について厚生労働省令では４つ
の類型を示しています。

○ 一般の保険診療に取り入れら
れていない先進医療について、厚
生労働大臣が有効性及び安全性
を確保する観点から、医療技術ご
とに一定の施設基準を設定して
います。（表1-1-3） 

 課  題 

○ 病床不足医療圏における病床
整備に当たっては、一般病床と療
養病床の均衡、地域医療構想で定
める必要病床数 を考慮する必
要があります。

○ ２次救急医療機関の減少や救
急対応後の病床確保などの課題
について検討する必要がありま
す。

○ 県内の大学病院等を中心に、３
次医療の確保を図ることが必要
です。

○ ３次医療機能に付随する病床
についても、病床過剰医療圏での
増床はできないので、医療法の規
定による特定の病床の特例（特定
病床）の制度による整備が必要と
なります。

ただし、例外的な整備であることか
ら、慎重に行う必要があります。

 現  状 
１ ２次医療 
○ 平成29(2017)年10月１日現在、
病院数は324施設となっており、近
年横ばいで推移しています。 

○ 一般病床及び療養病床の状況は
表1－1－1、表1－1－2のとおりで、
病床不足医療圏において病床整備
を進めています。 

○ 病床整備については、医療圏毎
に設置している圏域保健医療福祉
推進会議及び構想区域毎に設定し
ている地域医療構想推進委員会の
意見を聴き、整備を図ることとし
ています。 

２ ３次医療
○ 病院での一般的な入院治療では
対応できない「特殊な医療」につい
ては、３次医療で整備を図ること
としていますが、特殊な医療につ
いて厚生労働省令では４つの類型
を示しています。

○ 一般の保険診療に取り入れられ
ていない先進医療について、厚生
労働大臣が有効性及び安全性を確
保する観点から、医療技術ごとに
一定の施設基準を設定しています
。（表1-1-3） 

 課  題 

○ 病床不足医療圏における病
床整備に当たっては、一般病床
と療養病床の均衡、地域医療構
想で定める必要病床数 を考
慮する必要があります。

○ ２次救急医療機関の減少や
救急対応後の病床確保などの
課題について検討する必要が
あります。

○ 県内の大学病院等を中心に、
３次医療の確保を図ることが
必要です。

○ ３次医療機能に付随する病
床についても、病床過剰医療圏
での増床はできないので、医療
法の規定による特定の病床の
特例（特定病床）の制度による
整備が必要となります。

ただし、例外的な整備であること
から、慎重に行う必要がありま
す。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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３ 特定機能病院
○ 特定機能病院とは、医療法第４
条の２の規定に基づき、一般の病
院では対応が困難な疾患の治療
を行うなどの高度の医療サービ
スの提供、医療技術の開発等の機
能を有する病院のことで、県内で
は４つの大学病院が承認を受け
ています。 

○ 制度発足当初からの医療を取
り巻く環境変化を踏まえ、その体
制、機能を強化する観点から、承
認要件等の見直しが検討されて
います。

３ 特定機能病院
○ 特定機能病院とは、医療法第４
条の２の規定に基づき、一般の病
院では対応が困難な疾患の治療を
行うなどの高度の医療サービスの
提供、医療技術の開発等の機能を
有する病院のことで、県内では４
つの大学病院が承認を受けていま
す。 

○ 制度発足当初からの医療を
取り巻く環境変化を踏まえ、そ
の体制、機能を強化する観点か
ら、承認要件等の見直しが検討
されています。

【今後の方策】
○ ２次医療の確保のため、一般病床と療養病床の均衡を考慮しつつ、そ
のあり方を検討していきます。

○ ３次医療については、大学病院を始めとする県内の専門医療機関に
おいて整備を図ります。

特定機能病院名 所 在 地 診療科 紹介率 逆紹介率 承認年月日

愛知医大病院 長久手市 31科 79.9% 54.5% H6. 1.25 

藤田医大病院 豊明市 23科 89.6% 62.2% H6. 4.12 

名大附属病院 名古屋市昭和区 33科 63.4% 54.4% H7. 1.26 

名市大病院 名古屋市瑞穂区 33科 83.3% 73.9% H7. 6.28 

【今後の方策】
○ ２次医療の確保のため、一般病床と療養病床の均衡を考慮しつつ、そ
のあり方を検討していきます。

○ ３次医療については、大学病院を始めとする県内の専門医療機関に
おいて整備を図ります。

特定機能病院名 所 在 地 診療科 紹介率 逆紹介率 承認年月日

愛知医大病院 長久手市 35科 74.0% 49.5% H6. 1.25 

藤田保健衛生大病院 豊明市 22科 83.1% 58.8% H6. 4.12 

名大附属病院 名古屋市昭和区 32科 65.0% 50.3% H7. 1.26 

名市大病院 名古屋市瑞穂区 32科 66.8% 60.0% H7. 6.28 

資料：特定機能病院業務報告書（平成 30年度結果）（東海北陸厚生局）

医療法施行規則第 30 条の 28の７による３次医療の類型化 

①先進的な技術を必要とするもの・・・・・・・経皮的カテーテル心筋焼灼術、腎移植等

②特殊な医療機器の使用を必要とするもの・・・高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等

③発生頻度が低い疾病に関するもの・・・・・・先天性胆道閉鎖症等

④救急医療であって特に専門性の高いもの・・・広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等

医療法施行規則第 30 条の 28の５による３次医療の類型化 

①先進的な技術を必要とするもの・・・・・・・経皮的カテーテル心筋焼灼術、腎移植等

②特殊な医療機器の使用を必要とするもの・・・高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等

③発生頻度が低い疾病に関するもの・・・・・・先天性胆道閉鎖症等

④救急医療であって特に専門性の高いもの・・・広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等

注：紹介率・逆紹介率は、27.4.1～28.3.31
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第２節 公的病院等の役割を踏まえた医療機関相互の連携のあり方 
 【現状と課題】                  

第２節 公的病院等の役割を踏まえた医療機関相互の連携のあり方 
 【現状と課題】       

 現  状 

１ 国関係の病院の状況
○ 県内には、「国立長寿医療研究センタ
ー」を始め、国に関係する病院が９か
所（令和2（2020）年10月1日現在）あり
ます。

２ 県所管の病院の状況
 ○ 病院事業庁所管の県立病院について

は、中期計画に基づき、高度で良質な
専門医療を提供するため、診療機能の
充実・強化と自立した経営基盤の確立
に取り組んでいます。

３ 各県立病院の状況
(１) 愛知県がんセンター 

（名古屋市千種区） 

 ○ 県内のがん医療における中核的医療
機関として、研究所の機能を生かしな
がら高度で先進的ながん医療を提供し
ています。

○ 都道府県がん診療連携拠点病院とし
て、医療従事者に対する研修やがん情
報の提供などにより県内のがん医療の
均てん化を図るとともに、がん医療水
準の向上に努めています。

 （削除）

 課  題 

○ 県立病院は、他の公立病
院や民間病院等との適切な
機能分担を図るとともに、
一層の病診・病病連携や在
宅医療に向けての取組が求
められています。

○ 県内のがん医療における
中核的医療機関として、更
なる機能の充実・強化が求
められています。

○ がん克服に向けた研究を
促進し、他の医療機関や関
係大学、産業界等との連携
を強化することが求められ
ています。

 現  状 

１ 国関係の病院の状況
○ 県内には、「国立長寿医療研究センタ
ー」を始め、国に関係する病院が９か
所（平成29（2017）年10月1日現在）あ
ります。

２ 県所管の病院の状況
 ○ 病院事業庁所管の県立病院について

は、中期計画に基づき、高度で良質な専
門医療を提供するため、診療機能の充
実・強化と自立した経営基盤の確立に
取り組んでいます。

３ 各県立病院の状況
(１) がんセンター 
ア 県がんセンター中央病院

（名古屋市千種区）
 ○ 県内のがん医療における中核的医療

機関として、研究所の機能を生かしな
がら高度で先進的ながん医療を提供し
ています。

○ 都道府県がん診療連携拠点病院とし
て、医療従事者に対する研修やがん情
報の提供などにより県内のがん医療の
均てん化を図るとともに、がん医療水
準の向上に努めています。

イ 県がんセンター愛知病院（岡崎市）
 ○ 地域がん診療連携拠点病院として三

河地域におけるがんの中核的役割を果
たし、高度で良質ながん医療の提供に

 課  題 

○ 県立病院は、他の公立病
院や民間病院等との適切な
機能分担を図るとともに、
一層の病診・病病連携や在
宅医療に向けての取組が求
められています。

○ 県内のがん医療における
中核的医療機関として、更
なる機能の充実・強化が求
められています。

○ がん克服に向けた研究を
促進し、他の医療機関や関
係大学、産業界等との連携
を強化することが求められ
ています。

○ 三河地域の地域がん診療
連携拠点病院として、地域
におけるがん診療の連携・

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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(２) 県精神医療センター
（名古屋市千種区）

○ 民間の医療機関では対応が困難な患
者を中心に受け入れ、先進的な精神科
専門医療を提供しています。

○ 県内の精神科病院が輪番制で夜間･
休日の精神科の救急患者に対応してい
る「精神科救急医療システム」の後方
支援病院としての役割を担っていま
す。

 ○ 県内の精神科医療の先進的かつ中核
的医療機関としての機能を果たすた
め、老朽化が著しい施設の全面改築を
進めておりましたが、平成 28（2016）
年２月に一部開棟し、平成 30（2018）
年２月には全面開棟しました。全面改
築に合わせて機能の見直しを行い、精
神科救急医療や医療観察法患者への対
応、児童青年期の患者に対する専門病
棟の整備など高度な精神科専門医療を
提供しています。（予定を含む） 

(３) 県あいち小児医療センター（大府市）
 ○ 保健部門と医療部門を併せ持つ県内

唯一の小児の専門病院として、多くの
小児専門医を擁し、高度で先進的な小

○ 保健･医療･福祉機関･地
域との連携に努めながら、
県内の精神科医療の先進的
かつ中核的病院として、高
度な精神科専門医療の提供
の充実・強化が求められて
います。

○ 患者の地域移行を円滑に
進めるため、看護師だけで
なく多職種で訪問支援する
取組（ＡＣＴ）の一層の充
実・強化が求められていま
す。

○ 多くの小児専門医を擁す
る小児専門病院の特質を活
かした、高度で先進的な小

努めています。
 ○ 緩和ケア機能の充実・強化に取り組

み、入院から外来そして在宅に至るま
での緩和ケアに対応しています。

 ○ 結核・感染症医療、へき地医療支援、
２次救急などの政策的医療にも取り組
んでいます。

○ 地域のがん医療提供体制の充実強化
等のため、県がんセンター愛知病院と
岡崎市民病院を一体的に病院運営する
ことが望ましいことから、平成31年４
月の岡崎市への移管に向けて協議を進
めています。

(２) 県精神医療センター
（名古屋市千種区）

○ 民間の医療機関では対応が困難な患
者を中心に受け入れ、先進的な精神科
専門医療を提供しています。

○ 県内の精神科病院が輪番制で夜間･
休日の精神科の救急患者に対応してい
る「精神科救急医療システム」の後方支
援病院としての役割を担っています。

 ○ 県内の精神科医療の先進的かつ中核
的医療機関としての機能を果たすた
め、老朽化が著しい施設の全面改築を
進めておりましたが、平成 28（2016）
年２月に一部開棟し、平成 30（2018）
年２月には全面開棟しました。全面改
築に合わせて機能の見直しを行い、精
神科救急医療や医療観察法患者への対
応、児童青年期の患者に対する専門病
棟の整備など高度な精神科専門医療を
提供しています。（予定を含む） 

(３) 県あいち小児医療センター（大府市）
 ○ 保健部門と医療部門を併せ持つ県内

唯一の小児の専門病院として、多くの
小児専門医を擁し、高度で先進的な小

支援やがん医療水準の引き
上げが求められています。

○ 県指定の地域がん診療拠
点病院である岡崎市民病院
と、がん医療の更なる向上
を目指す連携が求められて
います。

○ 緩和ケア病棟を持つ病院
として、三河地域全域の緩
和医療の中心的な役割を担
うことが求められています
。

○ 保健･医療･福祉機関･地
域との連携に努めながら、
県内の精神科医療の先進的
かつ中核的病院として、高
度な精神科専門医療の提供
の充実・強化が求められて
います。

○ 患者の地域移行を円滑に
進めるため、看護師だけで
なく多職種で訪問支援する
取組（ＡＣＴ）の一層の充
実・強化が求められていま
す。

○ 多くの小児専門医を擁す
る小児専門病院の特質を活
かした、高度で先進的な小
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児医療を提供しています。 
 ○ ３次小児救急医療を提供するための

施設を平成 28（2016）年２月１日に開
棟し、同年３月には東海３県で初とな
る｢小児救命救急センター｣の指定を受
け、小児３次救急を本格的に実施して
います。 

   さらに、新生児医療に対応するため、
本館の改修工事を行い、平成 28（2016）
年 11 月から周産期部門の診療を開始
しました。 

 ○ 保健部門では､市町村保健センター
等の関係機関や医療部門と連携し、健
康や発達の問題を抱える子どもの相談
や医療関係者に対する教育・研修など
を行っています。 

（４） 県医療療育総合センター中央病院 
（春日井市） 

○ 県医療療育総合センター中央病院は
、心身の発達に重大な障害を及ぼす各
種疾病の総合的な診断・予防・治療及
び重症心身障害児・者医療を提供し、
障害のある方とその家族を支援する専
門医療機関としての役割を担っていま
す。 

○ 地域で生活する障害のある人達を支
援する拠点施設とするため、旧「心身
障害者コロニー」を再編整備し、平成
31（2019）年３月に全面開所しました。
地域の障害者施設や医療機関で対応困
難な方々への医療を提供するととも
に、在宅療養している方へのレスパイ
ト入院等の受入体制を強化して、障害
のある方々が、身近な地域で安心して
生活出来るよう取り組んでいます。 

４ 市町村立病院の状況 
○ 県内には、市立病院が27病院あり、
救急医療等の機能を担っています。（表

児医療の提供が求められて
います。

○ 重症患者相談システムや
救急車搬送システムを本格
的に運用するなどにより、
小児３次救急ネットワーク
体制の強化が求められてい
ます。

○ 健康や発達の問題への対
応、児童虐待防止など、子ど
もと家族のための保健部門
の機能の充実・強化が求め
られています。

○ 地域医療への支援と心身
の発達障害に関する医療ネ
ットワークづくりが求めら
れています。

児医療を提供しています。 
 ○ ３次小児救急医療を提供するための

施設を平成 28（2016）年２月１日に開
棟し、同年３月には東海３県で初とな
る｢小児救命救急センター｣の指定を受
け、小児３次救急を本格的に実施して
います。 

   さらに、新生児医療に対応するため、
本館の改修工事を行い、平成 28（2016）
年 11 月から周産期部門の診療を開始
しました。 

 ○ 保健部門では､市町村保健センター
等の関係機関や医療部門と連携し、健
康や発達の問題を抱える子どもの相談
や医療関係者に対する教育・研修など
を行っています。 

（４） 県コロニー中央病院 
（春日井市） 

○ 県コロニー中央病院は、心身の発達
に重大な障害を及ぼす各種疾病の総合
的な診断・予防・治療及び重症心身障害
児・者医療を提供し、障害のある方とそ
の家族を支援する専門医療機関として
の役割を担っています。 

○ 地域で生活する障害のある人達を支
援する拠点施設とするため、平成 19
（2007）年３月に再編計画を策定し、平
成 28（2016）年３月にはリハビリセン
ター棟、平成 28（2016）年７月には重
心棟が開棟しました。 

さらに、平成 28（2016）年 12 月には本館
棟建設工事に着手し、全面開所に向け
た整備を進めています。 

４ 市町村立病院の状況 
○ 県内には、市町立病院が27病院あり、
救急医療等の機能を担っています。（表

児医療の提供が求められて
います。

○ 重症患者相談システムや
救急車搬送システムを本格
的に運用するなどにより、
小児３次救急ネットワーク
体制の強化が求められてい
ます。

○ 健康や発達の問題への対
応、児童虐待防止など、子ど
もと家族のための保健部門
の機能の充実・強化が求め
られています。

○ 地域医療への支援と心身
の発達障害に関する医療ネ
ットワークづくりが求めら
れています。
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1-2-1） 
○ 市立病院は、救急、へき地医療など
採算性の確保が難しい医療を担ってい
ることから、市立病院の多くが経営問
題を抱えています。 

○ また、平成16（2004）年に始まった
新臨床研修医制度等による病院勤務医
師不足の深刻化により、従来からの経
営問題ばかりでなく、診療体制の縮小
を余儀なくされる状況もあります。 

○ 総務省においては、①経営効率化、
②経営形態の見直し、③再編・ネット
ワーク化、④「地域医療構想を踏まえ
た役割の明確化」という視点から「新
公立病院改革ガイドライン」を示し、
それに基づき各市町立病院は平成 28
（2016）年度に「新公立病院改革プラ
ン」を策定しました。 

５ その他の公的病院の状況 
○ 県内には、その他の公的病院として、
日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団
済生会、愛知県厚生農業協同組合連合
会の開設する病院が 11病院あり、救急
医療、へき地医療等の機能を担ってい
ます。 

 ○ その他の公的病院は、他の医療機関
に率先して、地域医療構想の達成に向
けた将来の方向性を示すことを目的と
して、平成 29（2017）年中に「公的医
療機関等 2025 プラン」を策定しまし
た。

○ 各市立病院は、「新公立病
院改革プラン」を着実に実
行することが求められま
す。

  地域医療構想推進委員会
の協議の方向性との齟齬が
生じた場合には、プランの
見直しを行うなど、構想区
域全体における医療提供体
制との整合性を図ることが
求められています。

○ 地域医療構想推進委員会
の協議の方向性との齟齬が生
じた場合には、プランの見直
しを行うなど、構想区域全体
における医療提供体制との整
合性を図ることが求められて
います。

1-2-1） 
○ 市町立病院は、救急、へき地医療など
採算性の確保が難しい医療を担ってい
ることから、市町立病院の多くが経営
問題を抱えています。 

○ また、平成16（2004）年に始まった
新臨床研修医制度等による病院勤務医
師不足の深刻化により、従来からの経
営問題ばかりでなく、診療体制の縮小
を余儀なくされる状況もあります。 

○ 総務省においては、①経営効率化、②
経営形態の見直し、③再編・ネットワ
ーク化、④「地域医療構想を踏まえた
役割の明確化」という視点から「新公
立病院改革ガイドライン」を示し、そ
れに基づき各市町立病院は平成 28
（2016）年度に「新公立病院改革プラ
ン」を策定しました。 

５ その他の公的病院の状況 
○ 県内には、その他の公的病院として、
日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団
済生会、愛知県厚生農業協同組合連合
会の開設する病院が 12病院あり、救急
医療、へき地医療等の機能を担ってい
ます。 

 ○ その他の公的病院は、他の医療機関
に率先して、地域医療構想の達成に向
けた将来の方向性を示すことを目的と
して、平成 29（2017）年中に「公的医
療機関等 2025 プラン」を策定しまし
た。

○ 各市町立病院は、「新公立
病院改革プラン」を着実に
実行することが求められま
す。

  地域医療構想推進委員会
の協議の方向性との齟齬が
生じた場合には、プランの
見直しを行うなど、構想区
域全体における医療提供体
制との整合性を図ることが
求められています。

○ 地域医療構想推進委員会
の協議の方向性との齟齬が生
じた場合には、プランの見直
しを行うなど、構想区域全体
における医療提供体制との整
合性を図ることが求められて
います。

6
2



【今後の方策】 
○ 「新公立病院改革プラン」又は「公的医療機関等2025プラン」をもと
に地域医療構想の達成に向けた具体的な議論を促進します。 

○ 県医療療育総合センター中央病院については、発達障害を含めた障
害児・者の地域生活を支援するため、発達障害医療ネットワーク及び重
症心身障害児者療育ネットワークの中核として、引き続き関係機関と
の連携を図り、支援体制整備を進めます。

【今後の方策】 
○ 「新公立病院改革プラン」又は「公的医療機関等2025プラン」をもと
に地域医療構想の達成に向けた具体的な議論を促進します。 

○ 県コロニー中央病院については、県あいち小児医療センター心療科
を統合し、発達障害を含めた障害児・者の地域生活を支援する発達障害
者医療ネットワーク及び重心療育ネットワークの拠点として整備を進
めます（愛知県心身障害者コロニーは平成 31 年３月から愛知県医療療
育総合センターになります。）。
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第３節 地域医療支援病院の整備 
 【現状と課題】                  

第３節 地域医療支援病院の整備目標 
 【現状と課題】       

 現  状 
１ 地域医療支援病院の趣旨 
○ 地域医療支援病院とは、患者に身近
な地域で医療が提供されることが望ま
しいという観点から、かかりつけ医・
かかりつけ歯科医が第一線の地域医療
を担い、これらの支援を通じて地域医
療の確保を図ることを目的として、平
成９（1997）年の第３次医療法改正に
より制度化されました。 

２ 地域医療支援病院の承認状況 
○ 地域医療支援病院については、都道
府県知事がその承認を与えることとさ
れており、全国で 620 病院（令和２
（2020）年３月末現在）が承認を受け
ています。本県には、現在、第二赤十字
病院始め 28 病院あります。（表 1-3-1）
○ 従来は、地域医療支援病院の承認要
件の一つとして、紹介率が 80％以上と
されていたため、要件に適合する病院
がありませんでしたが、平成 16（2004）
年７月に要件の見直しが行われたた
め、見直し後の要件に適合する病院か
らの申請が増加しました。さらに、平
成 26（2014）年４月にも承認要件の見
直しが行われています。 

３ 地域医療支援病院に係る地域での合意
形成 
○ 地域医療支援病院の承認に当たって
は、当該医療圏の関係者の意見を聴く

 課  題 

○ 地域医療支援病院は、地
域における病診連携の推進
方策の一つとして有益であ
るため、地域医療支援病院
の要件を満たす病院からの
申請に基づき承認していく
ことが必要です。 

○ 地域医療支援病院は、か
かりつけ医等を支援するこ
とにより、地域医療を確保
するものであり、地域医療
支援病院の承認に当たって
は、当該病院の機能のみで
なく、かかりつけ医等との
連携方策等、当該地域の実
情を考慮する必要がありま
す。 
○ 現在地域医療支援病院が
ない医療圏は、東三河北部
医療圏のみとなっておりま
す。 
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こととしており、具体的には、圏域保
健医療福祉推進会議において意見聴取
を行い、地域での合意形成を図ること
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【今後の方策】 
○ 地域における病診連携の推進を図るため、地域医療支援病院の要件
に適合する病院からの申請に基づき、医師会等関係者の合意形成を踏
まえて、順次承認していくこととします。 
○ 公立・公的病院については、医療圏において果たすべき役割として、
地域における医療を支援する機能の強化が期待されており、各病院の
あり方等の検討の際には、地域医療支援病院の承認も考慮するよう努
めます。 
○ 地域医療支援病院については、２次医療圏に１か所以上の整備に努
めます。 
○ 地域医療支援病院の承認を受けた病院については、業務報告等を通
じて、地域医療支援病院としての業務が適切に行われるよう指導しま
す。 
○ 地域医療支援病院の整備が早期に見込まれない医療圏については、病
診連携システムの推進を図ることにより、地域医療支援機能の充実を図
ります。 
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